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１４文科高第２６号

平成１４年４月４日

文部科学大臣所轄各学校法人理事長 殿

文部科学省高等教育局私学部長

石 川 明

（印影印刷）

私立大学における受託研究について（通知）

このたび、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）の一部が改正され、

本年４月１日より、私立大学（短期大学を含む。以下同じ。）に対する他の

者の委託に基づいて行う研究（以下「受託研究」という。）について、一定

のものが法人税法施行令第５条第１０号に規定する請負業の範囲から除外さ

れることとなりました（参考１）。

私立大学が経営基盤を強化し、研究活動の活性化・高度化を図ることや、

産学官連携の推進により私立大学における研究成果が活用されることは、「科

学技術創造立国」の実現や新産業の創出等に資するものであることから、今

回の改正に伴い、私立大学がより一層受託研究に取り組むことが期待されて

います。

ついては、私立大学において受託研究を実施する上での留意点について、

下記のとおりとりまとめましたので、事務処理上遺漏のないようお願いしま

す。また、私立大学における受託研究契約書（例）を添付しますので、参考

資料として御活用ください（参考２）。

記

１．受託研究に要する経費は、学校法人の会計を通して経理すること。
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２．受託研究に要する経費を明確にし、受託研究に係る契約又は協定（以下

「受託研究契約書等」という。）に明記すること。なお、受託研究の受入

れに当たっては、当該研究遂行に関連し直接経費以外に必要となる間接経

費を受け入れることができること。

３．受託研究の実施期間を明確にし、受託研究契約書等に明記すること。な

お、受託研究の実施期間が３か月未満のものについては、収益事業の範囲

から除外される対象とならず、法人税の課税対象となること。

４．受託研究の結果、知的所有権が生じた場合の権利等研究成果の帰属に関

する事項を定め、受託研究契約書等に明記すること。なお、受託研究契約

書等に研究成果の帰属に関する事項が明記されていないものについては、

収益事業の範囲から除外される対象とならず、法人税の課税対象となるこ

と。

５．受託研究の研究成果は公表を基本的に前提とし、公表に関する事項を定

め、受託研究契約書等に明記すること。なお、研究成果の公表を前提とし

ないもの及び受託研究契約書等に研究成果の公表に関する事項が明記され

ていないものについては、収益事業の範囲から除外される対象とならず、

法人税の課税対象となること。
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